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石 川 県 税 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を こ こ に 公 布 す る 。

令 和 四 年 三 月 三 十 一 日

石 川 県 知 事 馳 浩

石 川 県 条 例 第 十 八 号

石 川 県 税 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

( 石 川 県 税 条 例 の 一 部 改 正 )

第 一 条 石 川 県 税 条 例 ( 昭 和 二 十 九 年 石 川 県 条 例 第 二 十 三 日 方 ) の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 五 十 二 条 第 二 項 た だ し 書 中 「 、 磁 気 テ l プ 」 を 削 り 、 同 条 第 七 項 中 「 第 五 十 三 条 第 七 十 二 項 」 を 「 第 五

十 三 条 第 七 十 四 項 」 に 改 め る 。

第 五 十 五 条 第 一 項 第 一 号 中 「 及 び 第 三 号 」 を 「 か ら 第 四 号 ま で 」 に 改 め 、 同 号 ロ 中 「 第 七 十 二 条 の 二 十 四

の 七 第 六 項 各 号 」 を 「 第 七 十 二 条 の 二 十 四 の 七 第 七 項 各 号 」 に 改 め 、 同 項 第 二 号 中 「 ガ ス 供 給 業 ( 」 を 「 ガ

ス 供 給 業 の う ち 」 に 、 「 以 外 の も の の う ち 、 同 条 第 十 項 に 規 定 す る ガ ス 製 造 事 業 者 及 び 電 気 事 業 法 等 の 一 部

を 改 正 す る 等 の 法 律 ( 平 成 二 十 七 年 法 律 第 四 十 七 号 ) 附 則 第 二 十 二 条 第 一 項 に 規 定 す る 旧 一 般 ガ ス み な し ガ

ス 小 売 事 業 者 ( 同 項 の 義 務 を 負 う 者 に 限 る 。 ) 以 外 の 者 が 行 う も の を 除 く 。 以 下 こ の 節 に お い て 同 じ 。 ) 」 を

「 ( 以 下 こ の 節 に お い て 「 導 管 ガ ス 供 給 業 」 と い う 。 ご に 、 「 及 び 貿 易 保 険 業 」 を 「 並 び に 貿 易 保 険 業 」 に 改

め 、 同 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

四 ガ ス 供 給 業 の う ち 、 ガ ス 事 業 法 第 二 条 第 十 項 に 規 定 す る ガ ス 製 造 事 業 者 ( 同 法 第 五 十 四 条 の 二 に 規 定

す る 特 別 一 般 ガ ス 導 管 事 業 者 に 係 る 同 法 第 三 十 八 条 第 二 項 第 四 号 の 供 給 区 域 内 に お い て ガ ス 製 造 事 業

( 同 法 第 二 条 第 九 項 に 規 定 す る ガ ス 製 造 事 業 を い う 。 ) を 行 う 者 に 限 る 。 ) が 行 う も の ( 導 管 ガ ス 供 給 業

を 除 く 。 第 五 十 七 条 第 二 項 及 び 第 五 十 八 条 第 四 項 に お い て 「 特 定 ガ ス 供 給 業 」 と い う 。 ) 収 入 割 額 、

付 加 価 値 割 額 及 び 資 本 割 額 の 合 算 額

第 五 十 七 条 第 一 項 中 「 第 二 十 一 条 の 六 」 を 「 第 二 十 一 条 の 七 」 に 、 「 第 二 十 条 」 を 「 第 十 九 条 」 に 改 め 、

同 条 第 二 項 中 「 ガ ス 供 給 業 」 の 下 に 「 ( 導 管 ガ ス 供 給 業 及 び 特 定 ガ ス 供 給 業 に 限 る 。 以 下 こ の 節 に お い て 同

じ 。 ) 」 を 加 え る 。

第 五 十 八 条 第 一 項 中 「 第 四 項 」 を 「 第 五 項 」 に 改 め 、 同 項 第 一 号 ハ 中 「 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 金 額 の 区 分

に よ り 各 事 業 年 度 の 所 得 を 区 分 し 、 当 該 区 分 に 応 ず る 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 率 」 を 「 各 事 業 年 度 の 所 得 に 百 分
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の ご に 、 「 計 算 し た 金 額 を 合 計 し た 」 を 「 得 た 」 に 改 め 、 同 号 ハ の 表 を 削 り 、 同 条 第 二 項 中 「 ガ ス 供 給 業 」

を 「 導 管 ガ ス 供 給 業 」 に 改 め 、 同 条 第 四 項 中 「 の も の 」 の 下 に 「 ( 第 五 十 五 条 第 一 項 第 一 号 イ に 掲 げ る 法 人

を 除 く 。 ) 」 を 加 え 、 同 項 中 第 一 号 を 削 り 、 第 二 号 を 第 一 号 と し 、 同 項 第 三 号 中 「 そ の 他 」 を 「 特 別 法 人 以 外 」

に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 二 号 と し 、 同 項 を 同 条 第 五 項 と し 、 同 条 第 三 項 の 次 に 次 の 一一 項 を 加 え る 。

4 特 定 ガ ス 供 給 業 に 対 す る 事 業 税 の 額 は 、 次 に 掲 げ る 金 額 の 合 計 額 と す る 。

一 各 事 業 年 度 の 収 入 金 額 に 百 分 の 0 ・ 四 八 を 乗 じ て 得 た 金 額

二 各 事 業 年 度 の 付 加 価 値 額 に 百 分 の 0 ・ 七 七 を 乗 じ て 得 た 金 額

三 各 事 業 年 度 の 資 本 金 等 の 額 に 百 分 の 0 ・ 三 二 を 乗 じ て 得 た 金 額

第 六 十 条 の 二 第 一一 項 た だ し 書 中 「 、 磁 気 テ ー プ 」 を 削 る 。

第 六 十 五 条 中 「 第 七 条 」 を 「 第 六 条 の 七 」 に 改 め る 。

第 六 十 五 条 の 二 第 三 項 中 「 第 七 条 の 二 」 を 「 第 六 条 の 八 」 に 改 め る 。

第 七 十 三 条 第 二 項 中 「 第 七 十 三 条 の 十 四 第 五 項 か ら 第 十 項 」 を 「 第 七 十 三 条 の 十 四 第 六 項 か ら 第 十 一 項 」

に 改 め る 。

第 七 十 三 条 の 二 第 二 項 第 二 号 中 「 第 三 十 七 条 の 十 八 ( 第 二 号 を 除 く 。 ) 」 を 「 第 三 十 七 条 の 十 八 第 三 項 」 に

改 め る 。

第 七 十 五 条 第 一 項 中 「 第 三 十 九 条 の 二 の 三 第 一 項 」 を 「 第 三 十 九 条 の 二 の 四 第 一 項 」 に 、 「 第 三 十 九 条 の

二 の 三 第 二 項 」 を 「 第 三 十 九 条 の 二 の 四 第 二 項 」 に 改 め 、 同 条 第 五 項 中 「 第 三 十 九 条 の 三 の 三 」 を 「 第 三 十

九 条 の 三 の 二 」 に 改 め 、 同 条 第 六 項 中 「 第 三 十 九 条 の 三 の 二 」 を 「 第 三 十 九 条 の 一 一 ご に 改 め る 。

附 則 第 十 条 第 四 項 中 「 ( 同 法 第 百 四 十 五 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ) 」 を 「 又 は 第 百 四 十 四 条 の 十 三 」

に 改 め 、 同 条 第 六 項 中 「 ( 同 法 第 百 四 十 五 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ) 若 し く は 同 法 第 八 十 八 条 」 を 「 、

第 八 十 八 条 ( 同 法 第 百 四 十 五 条 の 五 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ) 若 し く は 第 百 四 十 四 条 の 三 第 一一 項 」 に

改 め る 。

附 則 第 十 条 の こ の こ 中 「 同 条 第 四 項 第 二 号 」 を 「 同 条 第 五 項 第 一 号 」 に 改 め る 。

附 則 第 十 二 条 の 四 第 一 項 の 表 第 九 号 中 「 第 四 十 二 条 の 四 第 八 項 第 七 号 」 を 「 第 四 十 二 条 の 四 第 十 九 項 第 七

号 」 に 改 め る 。

附 則 第 十 六 条 第 一一 項 中 「 第 九 条 第 六 項 」 を 「 第 九 条 第 七 項 」 に 改 め る 。

( 石 川 県 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 附 則 第 六 項 の 規 定 に よ り な お そ の 効 力 を 有 す る も の と さ れ た 同 条 例 附 則

第 一 項 第 四 号 に 掲 げ る 規 定 に よ る 改 正 前 の 石 川 県 税 条 例 の 一 部 改 正 )

第 二 条 石 川 県 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 ( 令 和 二 年 石 川 県 条 例 第 三 十 六 号 ) 附 則 第 六 項 の 規 定 に よ り な お

そ の 効 力 を 有 す る も の と さ れ た 同 条 例 附 則 第 一 項 第 四 号 に 掲 げ る 規 定 に よ る 改 正 前 の 石 川 県 税 条 例 の 一 部 を

次 の よ う に 改 正 す る 。

第 五 十 五 条 第 一 項 第 一 号 中 「 及 び 第 三 号 」 を 「 か ら 第 四 号 ま で 」 に 改 め 、 同 号 ロ 中 「 第 七 十 二 条 の 二 十 四

の 七 第 六 項 各 号 」 を 「 第 七 十 二 条 の 二 十 四 の 七 第 七 項 各 号 」 に 改 め 、 同 項 第 二 号 中 「 ガ ス 供 給 業 ( 」 を 「 ガ

ス 供 給 業 の う ち 」 に 、 「 以 外 の も の の う ち 、 同 条 第 十 項 に 規 定 す る ガ ス 製 造 事 業 者 及 び 電 気 事 業 法 等 の 一 部

を 改 正 す る 等 の 法 律 ( 平 成 二 十 七 年 法 律 第 四 十 七 号 ) 附 則 第 二 十 二 条 第 一 項 に 規 定 す る 旧 一 般 ガ ス み な し ガ ス

小 売 事 業 者 ( 同 項 の 義 務 を 負 う 者 に 限 る 。 ) 以 外 の 者 が 行 う も の を 除 く 。 以 下 こ の 節 に お い て 同 じ 。 ) 」 を

「 ( 以 下 こ の 節 に お い て 「 導 管 ガ ス 供 給 業 」 と い う 。 ) 」 に 、 「 及 び 貿 易 保 険 業 」 を 「 並 び に 貿 易 保 険 業 」 に 改

め 、 同 項 第 三 号 中 「 及 び 同 号 」 を 「 、 同 号 」 に 改 め 、 「 発 電 事 業 等 」 と い う 。 ) 」 の 下 に 「 及 び 同 号 に 規 定 す

る 特 定 卸 供 給 事 業 ( 以 下 こ の 節 に お い て 「 特 定 卸 供 給 事 業 」 と い う 。 ご を 加 え 、 同 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

四 ガ ス 供 給 業 の う ち 、 ガ ス 事 業 法 第 二 条 第 十 項 に 規 定 す る ガ ス 製 造 事 業 者 ( 同 法 第 五 十 四 条 の 二 に 規 定

す る 特 別 一 般 ガ ス 導 管 事 業 者 に 係 る 同 法 第 三 十 八 条 第 二 項 第 四 号 の 供 給 区 域 内 に お い て ガ ス 製 造 事 業

( 同 法 第 二 条 第 九 項 に 規 定 す る ガ ス 製 造 事 業 を い う 。 ) を 行 う 者 に 限 る 。 ) が 行 う も の ( 導 管 ガ ス 供 給 業

を 除 く 。 第 五 十 七 条 第 二 項 及 び 第 五 十 八 条 第 四 項 に お い て 「 特 定 ガ ス 供 給 業 」 と い う 。 ) 収 入 割 額 、

付 加 価 値 割 額 及 び 資 本 割 額 の 合 算 額

第 五 十 七 条 第 一 項 中 「 第 二 十 一 条 の 六 」 を 「 第 二 十 一 条 の 七 」 に 、 「 第 二 十 条 」 を 「 第 十 九 条 」 に 改 め 、

同 条 第 二 項 中 「 ガ ス 供 給 業 」 の 下 に 「 ( 導 管 ガ ス 供 給 業 及 び 特 定 ガ ス 供 給 業 に 限 る 。 以 下 こ の 節 に お い て 同

じ 。 ) 」 を 加 え る 。
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第 五 十 八 条 第 一 項 中 「 第 四 項 」 を 「 第 五 項 」 に 改 め 、 同 項 第 一 号 ハ 中 「 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 金 額 の 区 分

に よ り 各 事 業 年 度 の 所 得 を 区 分 し 、 当 該 区 分 に 応 ず る 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 率 」 を 「 各 事 業 年 度 の 所 得 に 百 分

の ご に 、 「 計 算 し た 金 額 を 合 計 し た 」 を 「 得 た 」 に 改 め 、 同 号 ハ の 表 を 削 り 、 同 条 第 二 項 中 「 及 び 発 電 事

業 等 」 を 「 、 発 電 事 業 等 及 び 特 定 卸 供 給 業 」 に 、 「 ガ ス 供 給 業 」 を 「 導 管 ガ ス 供 給 業 」 に 改 め 、 同 条 第 三 項

中 「 及 び 発 電 事 業 等 」 を 「 、 発 電 事 業 等 及 び 特 定 卸 供 給 事 業 」 に 改 め 、 同 条 第 四 項 中 「 の も の 」 の 下 に

「 ( 第 五 十 五 条 第 一 項 第 一 号 イ に 掲 げ る 法 人 を 除 く 。 ) 」 を 加 え 、 同 項 中 第 一 号 を 削 り 、 第 二 号 を 第 一 号 と し 、

同 項 第 三 号 中 「 そ の 他 」 を 「 特 別 法 人 以 外 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 二 号 と し 、 同 項 を 同 条 第 五 項 と し 、 同 条

第 三 項 の 次 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

4 特 定 ガ ス 供 給 業 に 対 す る 事 業 税 の 額 は 、 次 に 掲 げ る 金 額 の 合 計 額 と す る 。

一 各 事 業 年 度 の 収 入 金 額 に 百 分 の 0 ・ 四 八 を 乗 じ て 得 た 金 額

二 各 事 業 年 度 の 付 加 価 値 額 に 百 分 の 0 ・ 七 七 を 乗 じ て 得 た 金 額

三 各 事 業 年 度 の 資 本 金 等 の 額 に 百 分 の 0 ・ 三 二 を 乗 じ て 得 た 金 額

附 則 第 十 条 の 二 中 「 同 条 第 四 項 第 二 号 」 を 「 同 条 第 五 項 第 一 号 」 に 改 め る 。

附 則

( 施 行 期 日 )

1 こ の 条 例 は 、 令 和 四 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

( 法 人 の 県 民 税 に 関 す る 経 過 措 置 )

2 第 一 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 石 川 県 税 条 例 ( 以 下 「 新 条 例 」 と い う 。 ) の 規 定 中 法 人 の 県 民 税 に 関 す る 部

分 は 、 こ の 条 例 の 施 行 の 日 ( 以 下 「 施 行 日 」 と い う 。 ) 以 後 に 開 始 す る 事 業 年 度 分 の 法 人 の 県 民 税 に つ い て

適 用 し 、 施 行 目 前 に 開 始 し た 事 業 年 度 分 の 法 人 の 県 民 税 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

( 法 人 の 事 業 税 に 関 す る 経 過 措 置 )

3 別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き 、 新 条 例 の 規 定 中 法 人 の 事 業 税 に 関 す る 部 分 は 、 施 行 日 以 後 に 開 始 す る 事 業

年 度 に 係 る 法 人 の 事 業 税 に つ い て 適 用 し 、 施 行 目 前 に 開 始 し た 事 業 年 度 に 係 る 法 人 の 事 業 税 に つ い て は 、 な

お 従 前 の 例 に よ る 。

4 別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き 、 第 二 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 石 川 県 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 ( 令 和 二

年 石 川 県 条 例 第 三 十 六 号 ) 附 則 第 六 項 の 規 定 に よ り な お そ の 効 力 を 有 す る も の と さ れ た 同 条 例 附 則 第 一 項 第

四 号 に 掲 げ る 規 定 に よ る 改 正 前 の 石 川 県 税 条 例 ( 次 項 に お い て 「 新 令 和 二 年 改 正 前 条 例 」 と い う 。 ) の 規 定

は 、 施 行 日 以 後 に 開 始 す る 事 業 年 度 に 係 る 法 人 の 事 業 税 に つ い て 適 用 し 、 施 行 日 前 に 開 始 し た 事 業 年 度 に 係

る 法 人 の 事 業 税 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

5 新 令 和 二 年 改 正 前 条 例 第 五 十 五 条 第 一 項 第 三 号 並 び に 第 五 十 八 条 第 二 項 ( 同 号 に 規 定 す る 特 定 卸 供 給 事 業

に 係 る 部 分 に 限 る 。 ) 及 び 第 三 項 の 規 定 は 、 施 行 日 以 後 に 終 了 す る 事 業 年 度 に 係 る 法 人 の 事 業 税 に つ い て 適

用 し 、 施 行 目 前 に 終 了 し た 事 業 年 度 に 係 る 法 人 の 事 業 税 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

訓 ヱ 一 滑 油 浬 獄 N H h 叩 見 ) 珍 卦 砂 時

削 ヱ 一 滴 吟 時 比 冷 車 ( Z 盟 川 ロ N Z 刊 削 工 一 滴 ぬ 伊 豆 満 ω N 中 ) 滅 ω ぬ m - n 討 τぺ 情 通 J 寸 向 日 E 冷 車 滅 ∞ 治 潤 ∞ 畑 汁 同 「 嚇 3 誼 尚 一 円 加

。 対 3 ~ 川 針 。 清 司 除 C 4 一 円 滑 診 ゆ 側 柑 相 当 出 向 q 酒 器 側 掛 車 部 3 前 洲 縞 打 道 切 「 ペ 吟 卦 「 汁 。

か 哨 ロ ム 刊 品 温 呂 田

制 三 一 清 吉 例 謹

石 川 県 税 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

令 和 四 年 三 月 三 十 一 日

石 川 県 知 事 馳

石 川 県 規 則 第 二 十 一 号

石 川 県 税 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

石 川 県 税 条 例 施 行 規 則 ( 昭 和 三 十 三 年 石 川 県 規 則 第 十 四 号 ) の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 十 六 条 の 三 第 二 号 中 「 第 二 百 三 十 一 条 の 二 第 六 項 に 規 定 す る 指 定 代 理 納 付 者 に 納 付 さ せ る こ と を 申 し 出 る 」

を 「 第 二 百 三 十 一 条 の 二 の 三 第 一 項 に 規 定 す る 指 定 納 付 受 託 者 に 納 付 を 委 託 す る 」 に 改 め る 。

ミ主
浩

日存
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年長川十 1 1婿fト「華民同十川端織田十 11郡」州 「総同十111味線K十 1 1 郡J~話交の。

織川十 1 1 1 ~*吾「総同十 1 1 1 ~*撚国十川廊」会) 1華民同十 111 ~*織K十川型車J~部奇心。

号 外

首長川十4く ~H; 1 1 1 組長 1 1 郡fト l þくさま恩EE隻眼柑~臨(巡〈罷剥撚く十 | 毛無G'十く撚 1 \思~需要叫がI{d@[â; !!!長眼柑矧

臨州二小。)J 同色 I þ<~恩豆町長国主型車矧臨(巡〈王星誕撚く十 | 毛無 Q 十〈燃 1 1腎~蝦叫がの恩EE安E妻都々骨髄4証l 二

小。)J会l亘の。

ト尽主Q!U耳鳴f~~裂に累~~壁材皿告訴モト 「土日〈王手~~去の刑提案~G' 時!f~担1FG'哩担制illJ 会) 1土話〈罷~l2E1{d期総軍制 e

帳穏割1FG' IJ:@司制illJ~括公的。

総11ロト謎'h:¥(l-¥JG'I)モト 「く受領に関する特記事項>J会) 1<受領等に関する特記事項>J ~' 

I1自動車の所有権解除 IJω I1自動車の所有権移転 IJ己都去の0

総 1 1 0やG'自主長官纏常化l女~G'ム1Í'('\~恒常の。

備考 「県税等」とは、県税(個人県民税及び地方消費税を除く 。)、特別法人事業税及び地方法人特別税並

びにこれらの税に伴う延滞金及び加算金で石川県が徴収するものをいいます。

線十ぷ酔引く饗官民b燃十長恥G'-F縫恨荘 「|事業年度又は連結事業年度 IJω

I1事 業 年 度 IJ以恒常時0

首長十兵EやG'十謎KEト

地方税法第55条の 2第 1項第72条の39の 2第 1項

話交の。

第53条第38項

第53条第39項

第72条の25第 2項

第72条の25第 3項

ト)'

総川十11恥G'1 1 ~を'h:\岳地方税法 第72条の25第 4項 の規定により会)

第72条の25第 5項

地方税法

第53条第61項

第72条の25第 2項

第72条の25第 3項

第72条の25第 4項

第72条の25第 5項

第72条の25第 6項

第72条の25第 7項

第72条の25第16項

第72条の25第 6項

第72条の25第 7項

第72条の25第16項

の規定により は認定的。

緑川十同EやG'111縫材(l-¥JG'目)会j 室長 e 吋小~話交の。

州一年度|己
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第35号の 3様式(その 4)

Fn 

| ※ |入力処ー |
処理 l

事 項 | 管 理 番 号 |

法人税に係る通 算制度の承認等の届出書

年月日 本 庖 T 

所在地 l|電話

ふりがな

法人名

代表者

氏 名

人番号 II 

石川県 事務所長様

石川県税条例第62条により、次のとおり届けます。

通算 法人の種類
口通算親法人 • 1 口左記の通算法人となった。

|区分|
口通算子法人 1. -- 1口左記の通算法人でなくなった。

口通算制度の承認があった。

口完全支配関係を有することとなった。

口通算完全支配関係等を有しなくなった。

(原因

口通算承認の取消しの処分があった。

口通算制度適用の取りやめの承認があった。

最初通算 1 ・

日 |親法人|ー

事業年度

関
与
税
理
士
氏
名

及

び

連

絡

先

上記区分に該当する

こととな った事由 )ト一一一

事由が生 じ た 日 年 月
年

年

月

月

日

目

口時価評価法人
法人の区分|

日間違法人

通算 子 法人|自

適用開始事業年度|至

年月

年月

日

日

この届出の事由により

事業年度を変更する|変更前 1-
v ととなる場合

年 月

年 月

自

至後更変
門
口
円
口

年月

年月

日

日

口有

有
事業税|・

鉦
の事業年度から 月間

通算親法人

※納税義務者が通算子

法人である場合に記

入してください。

通算法人となる

前の申告期限の

延長の処分(承

認)の有無

ふりがな

加 入時期の特例

口無
有

住民税|・
鉦

の事業年度から 月間

局

法人名

本居所在地 番

備考 1 I処理事項j の欄は、記載しないでください。

2 I法人番号J欄には、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律第 2条第15項に規定する法人番号を記載してください。

3 I通算法人の種類J等の欄の口については、該当するものにレ印を付してください。
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草良川十i( ajt>~をhlモト
事業年度又は計算期間

業 年
度 |一

総川十i(ajt>(;11経伝吾|事業年度又は連結事業年度| 会] |事 業 年 度 |L!.話公的。

~ ~ 

(慢に軍事m)

rl ル J (; 富里~~' 4_F'長田母国a:r::1 miミ心蛍!と-rtQ。

(堪掴諜岨)

∞ 話回i~ (; ト尽ミ~罷吋~~慢に累~ (;~寝 {I!:! L!.担問。ニ νと蛍_).f2Bf'護士三 ' おお叩くR(;~' f主因~(;需皇制会J_) ド越Bf'

ヤのけ心:長下ノ仰の。

石川県訓令第12号の公表公告

石川県公告式条例(昭和25年石川県条例第32号)第4条第 2項において準用する同条例第 2条第 2項ただし書の規

定により、次のとおり県庁並びに県総合事務所及び県税事務所前の掲示場に掲示して公表した。

令和 4年4月15日

石川県知事 馳 ミ1週口二

石川県訓令第12号

総務部税務課

県総合事務所

県 手見 事 在マ実刀 所

石川県税事務取扱規程(昭和32年石川県訓令甲第6号)の一部を次のように改正する。

令和4年 3月31日

石川県知事 t馳 浩

第 1条第 2項中「線十長城(;1 1 Jを「線十再燃(;111Jに改める。

第四条第 1 項中「ト刊lM~~邸」を「除要企く~鄭」に改める。

第6号様式を次のように改める。

第六号様式

納 税 通知 書等発 付 簿

所 次 課 係
係

イ司 し、 年度期
税目 税額

発付 納税者 納税通知書
備考

長 長 長 長 年月日 (月)分 年月日 住所氏名 等発付枚数

日様式中 南 を 閣 に 改 め る。

第17号様式中 「印Jを削る。
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第18号様式中「⑮j を削る。

|係| |出|一式中国

1!I 1:1 

阿

川 |Jlこ 即 U 改める

第48号様式の 2及び第48号様式の 3中 「⑮」を削る。

事務所長 固

第53号様式及び第54号様式(ー)中

左記のとおり領収しました。

改める。

第75号様式中「⑮Jを削る。

附則

(施行期日)

1 この訓令は、令和4年4月 1日から施行する。

(経過措置)

事務所長 固

納付番号
を

左記のとおり領収しました。

外

2 この訓令による改正前の石川県税事務取扱規程の規定に基づいて作成した用紙は、なお当分の問、所要の

調整をして使用することができる。

石川県訓令第13号の公表公告

石川県公告式条例(昭和25年石川県条例第32号)第4条第 2項において準用する同条例第 2条第 2項ただし書の規

定により、次のとおり県庁並びに県総合事務所及び県税事務所前の掲示場に掲示して公表した。

令和4年4月15日

石川県知事 馳

石川県訓令第13号

総務部税務課

県総合事務所

県 税 事 マ在う刀と 所

石川県税犯則事件事務取扱規程(平成30年石川県訓令第 6号)の一部を次のように改正する。

令和4年 3月31日

第26号様式中「⑮Jを削る。

附則

(施行期日)

1 この訓令は、令和 4年4月 1日から施行する。

(経過措置)

石川県知事 馳 浩

浩

2 この訓令による改正前の石川県税犯則事件事務取扱規程の規定に基づいて作成した用紙は、なお当分の問、

所要の調整をして使用することができる。
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